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○教育基本法 

(平成十八年十二月二十二日) 

(法律第百二十号) 

第百六十五回臨時国会 

安倍内閣 

教育基本法をここに公布する。 

教育基本法 

教育基本法(昭和二十二年法律第二十五号)の全部を改正する。 

目次 

前文 

第一章 教育の目的及び理念(第一条―第四条) 

第二章 教育の実施に関する基本(第五条―第十五条) 

第三章 教育行政(第十六条・第十七条) 

第四章 法令の制定(第十八条) 

附則 

我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な国家を更に発展させると

ともに、世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。 

我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重んじ、真理と正義を希求し、公共の精神を

尊び、豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに、伝統を継承し、新しい文化

の創造を目指す教育を推進する。 

ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国の未来を切り拓
ひら

く教育の基本を確立し、

その振興を図るため、この法律を制定する。 

 

第一章 教育の目的及び理念 

(教育の目的) 

第一条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質

を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。 

 

(教育の目標) 

第二条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成す

るよう行われるものとする。 

一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとと

もに、健やかな身体を養うこと。 

二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うと

ともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 

三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、

主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 

四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
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五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊

重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

 

(生涯学習の理念) 

第三条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯

にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に

生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。 

 

(教育の機会均等) 

第四条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければなら

ず、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられる

よう、教育上必要な支援を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に

対して、奨学の措置を講じなければならない。 

 

第二章 教育の実施に関する基本 

(義務教育) 

第五条 国民は、その保護する子に、別に法律で定めるところにより、普通教育を受けさせる義

務を負う。 

２ 義務教育として行われる普通教育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的

に生きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うこ

とを目的として行われるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保障し、その水準を確保するため、適切な役割分

担及び相互の協力の下、その実施に責任を負う。 

４ 国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育については、授業料を徴収しない。 

 

(学校教育) 

第六条 法律に定める学校は、公の性質を有するものであって、国、地方公共団体及び法律に定

める法人のみが、これを設置することができる。 

２ 前項の学校においては、教育の目標が達成されるよう、教育を受ける者の心身の発達に応じ

て、体系的な教育が組織的に行われなければならない。この場合において、教育を受ける者が、

学校生活を営む上で必要な規律を重んずるとともに、自ら進んで学習に取り組む意欲を高める

ことを重視して行われなければならない。 

 

(大学) 

第七条 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究し

て新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与す

るものとする。 
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２ 大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなけ

ればならない。 

 

(私立学校) 

第八条 私立学校の有する公の性質及び学校教育において果たす重要な役割にかんがみ、国及び

地方公共団体は、その自主性を尊重しつつ、助成その他の適当な方法によって私立学校教育の

振興に努めなければならない。 

 

(教員) 

第九条 法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、

その職責の遂行に努めなければならない。 

２ 前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇の

適正が期せられるとともに、養成と研修の充実が図られなければならない。 

 

(家庭教育) 

第十条 父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、生活

のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を

図るよう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機会及び

情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならな

い。 

 

(幼児期の教育) 

第十一条 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんが

み、国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適当な方法

によって、その振興に努めなければならない。 

 

 

(社会教育) 

第十二条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公共

団体によって奨励されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施

設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めなけ

ればならない。 

 

(学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力) 

第十三条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を

自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。 
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(政治教育) 

第十四条 良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない。 

２ 法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その他政治

的活動をしてはならない。 

 

(宗教教育) 

第十五条 宗教に関する寛容の態度、宗教に関する一般的な教養及び宗教の社会生活における地

位は、教育上尊重されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体が設置する学校は、特定の宗教のための宗教教育その他宗教的活動をし

てはならない。 

 

第三章 教育行政 

(教育行政) 

第十六条 教育は、不当な支配に服することなく、この法律及び他の法律の定めるところにより

行われるべきものであり、教育行政は、国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の協力

の下、公正かつ適正に行われなければならない。 

２ 国は、全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため、教育に関する施策を総合

的に策定し、実施しなければならない。 

３ 地方公共団体は、その地域における教育の振興を図るため、その実情に応じた教育に関する

施策を策定し、実施しなければならない。 

４ 国及び地方公共団体は、教育が円滑かつ継続的に実施されるよう、必要な財政上の措置を講

じなければならない。 

 

(教育振興基本計画) 

第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興

に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な

計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における

教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

 

第四章 法令の制定 

第十八条 この法律に規定する諸条項を実施するため、必要な法令が制定されなければならない。 

 

附 則 抄 

(施行期日) 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 



○社会教育法（抜粋）  
(昭和二十四年六月十日)  

(法律第二百七号)  
第五回特別国会 

第三次吉田内閣 

社会教育法をここに公布する。  

社会教育法 

目次 

第一章 総則(第一条―第九条)  

第二章 社会教育主事等（第九条の二―第九条の七） 

第三章 社会教育関係団体(第十条―第十四条)  

第四章 社会教育委員(第十五条―第十九条)  

第五章 公民館(第二十条―第四十二条)  

第六章 学校施設の利用(第四十三条―第四十八条)  
第七章 通信教育(第四十九条―第五十七条) 
附則 

第一章 総則  

  

(この法律の目的)  
第一条 この法律は、教育基本法(平成十八年法律第百二十号)の精神に則り、社会教育に関する国
及び地方公共団体の任務を明らかにすることを目的とする。  

(平一八法一二〇・一部改正)  
  

(社会教育の定義)  
第二条 この法律において「社会教育」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）又は就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十

七号）に基づき、学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対

して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーシヨンの活動を含む。）をいう。 

  

(国及び地方公共団体の任務)  
第三条 国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社会教育の奨励に

必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法により、すべての国民

があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即する文化的教養を高め得るような

環境を醸成するように努めなければならない。  

２ 国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たつては、国民の学習に対する多様な需要を踏

まえ、これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うことにより、生

涯学習の振興に寄与することとなるよう努めるものとする。  
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３ 国及び地方公共団体は、第一項の任務を行うに当たつては、社会教育が学校教育及び家庭教育

との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努め、及び家庭教育の向

上に資することとなるよう必要な配慮をするとともに、学校、家庭及び地域住民その他の関係者

相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよう努めるものとする。  

 

(国の地方公共団体に対する援助)  
第四条 前条第一項の任務を達成するために、国は、この法律及び他の法令の定めるところによ

り、地方公共団体に対し、予算の範囲内において、財政的援助並びに物資の提供及びそのあつせ

んを行う。  

 

(市町村の教育委員会の事務)  
第五条 市(特別区を含む。以下同じ。)町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に
応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。  

一  社会教育に必要な援助を行うこと。 

二  社会教育委員の委嘱に関すること。  

三 公民館の設置及び管理に関すること。  

四 所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関するこ

と。  

五 所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。  

六 講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれらの奨励

に関すること。  

七 家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家庭教育

に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。  

八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関するこ

と。  

九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。  

十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は

技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれらの奨励

に関すること。  

十一 運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。  

十二 音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。  

十三 主として学齢児童及び学齢生徒(それぞれ学校教育法第十八条に規定する学齢児童及び学
齢生徒をいう。)に対し、学校の授業の終了後又は休業日において学校、社会教育施設そ
の他適切な施設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供する事業の実施並びにその

奨励に関すること。  

十四 青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活動の

機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。  
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十五 社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して学校、社会教育施設

その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励

に関すること。  

十六 社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。  

十七 視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提供に関するこ

と。  

十八 情報の交換及び調査研究に関すること。  

十九 その他第三条第一項の任務を達成するために必要な事務  

２ 市町村の教育委員会は、前項第十三号から第十五号までに規定する活動であつて地域住民

その他の関係者（以下この項及び第九条の七第二項において「地域住民等」という。）が学

校と協働して行うもの（以下「地域学校協働活動」という。）の機会を提供する事業を実施

するに当たつては、地域住民等の積極的な参加を得て当該地域学校協働活動が学校との適切

な連携の下に円滑かつ効果的に実施されるよう、地域住民等と学校との連携協力体制の整

備、地域学校協働活動に関する普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第二十三条

第一項の条例の定めるところによりその長が同項第一号に掲げる事務（以下「特定事務」と

いう。）を管理し、及び執行することとされた地方公共団体（以下「特定地方公共団体」と

いう。）である市町村にあつては、第一項の規定にかかわらず、同項第三号及び第四号の事

務のうち特定事務に関するものは、その長が行うものとする。 

 

(都道府県の教育委員会の事務)  
第六条 都道府県の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲内におい

て、前条各号の事務(第三号の事務を除く。)を行うほか、次の事務を行う。  

一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し、必要な指導及び調査を行うこと。  

二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営、講習会の開催、資料の配布等に関す

ること。  

三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあつせんに関すること。  

四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。 

五 その他法令によりその職務権限に属する事項  

２ 前条第二項の規定は、都道府県の教育委員会が地域学校協働活動の機会を提供する事業を

実施する場合に準用する。 

３ 特定地方公共団体である都道府県にあつては、第一項の規定にかかわらず、前条第一項第

四号の事務のうち特定事務に関するものは、その長が行うものとする。 

 

(教育委員会と地方公共団体の長との関係)  
第七条 地方公共団体の長は、その所掌事項に関する必要な広報宣伝で視聴覚教育の手段を利用し

その他教育の施設及び手段によることを適当とするものにつき、教育委員会に対し、その実施を

依頼し、又は実施の協力を求めることができる。  
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２ 前項の規定は、他の行政庁がその所掌に関する必要な広報宣伝につき、教育委員会に対し、そ

の実施を依頼し、又は実施の協力を求める場合に準用する。  

 

第八条 教育委員会は、社会教育に関する事務を行うために必要があるときは、当該地方公共団体

の長及び関係行政庁に対し、必要な資料の提供その他の協力を求めることができる。  

第八条の二 特定地方公共団体の長は、特定事務のうち当該特定地方公共団体の教育委員会の

所管に属する学校、社会教育施設その他の施設における教育活動と密接な関連を有するもの

として当該特定地方公共団体の規則で定めるものを管理し、及び執行するに当たつては、当

該教育委員会の意見を聴かなければならない。 

２ 特定地方公共団体の長は、前項の規則を制定し、又は改廃しようとするときは、あらかじ

め、当該特定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければならない。 

第八条の三 特定地方公共団体の教育委員会は、特定事務の管理及び執行について、その職務

に関して必要と認めるときは、当該特定地方公共団体の長に対し、意見を述べることができ

る。 

 

(図書館及び博物館)  
第九条 図書館及び博物館は、社会教育のための機関とする。  

２ 図書館及び博物館に関し必要な事項は、別に法律をもつて定める。  

 

第二章 社会教育主事等 

（略）  
  

   第三章 社会教育関係団体 

 

(社会教育関係団体の定義)  
第十条 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に属しない

団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。  

  

(文部科学大臣及び教育委員会との関係)  
第十一条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、専門的

技術的指導又は助言を与えることができる。  

２ 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、社会教育に関

する事業に必要な物資の確保につき援助を行う。  

 

(国及び地方公共団体との関係)  
第十二条 国及び地方公共団体は、社会教育関係団体に対し、いかなる方法によつても、不当に統

制的支配を及ぼし、又はその事業に干渉を加えてはならない。  

  

(審議会等への諮問)  
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第十三条 国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場合には、あ

らかじめ、国にあつては文部科学大臣が審議会等(国家行政組織法(昭和二十三年法律第百二十号)
第八条に規定する機関をいう。第五十一条第三項において同じ。)で政令で定めるものの、地方
公共団体にあつては教育委員会が社会教育委員の会議(社会教育委員が置かれていない場合に
は、条例で定めるところにより社会教育に係る補助金の交付に関する事項を調査審議する審議会

その他の合議制の機関)の意見を聴いて行わなければならない。  

 

(報告)  
第十四条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体に対し、指導資料の作製及び調査研

究のために必要な報告を求めることができる。  

 

第四章 社会教育委員  

 

（社会教育委員の設置）  

第十五条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。  

２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。  

 
第十六条 削除  

 

(社会教育委員の職務)  
第十七条 社会教育委員は、社会教育に関し教育委員会に助言するため、左の職務を行う。  

一 社会教育に関する諸計画を立案すること。  

二 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を述べること。 

三 前二号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。  

２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べることができる。  

３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に関する特定

の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他関係者に対し、助言と指導を与え

ることができる。  

 

(社会教育委員の委嘱の基準等)  
第十八条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関し必要な事項は、当

該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会教育委員の委嘱の基準については、文

部科学省令で定める基準を参酌するものとする。  
第十九条 削除  

 

（略）  
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○社会教育委員及び公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条

例で定めるに当たって参酌すべき基準を定める省令 

（平成二十三年十二月一日文部科学省令第四十二号） 

最終改正：平成二五年九月一〇日文部科学省令第二五号 

 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律（平成二十三年法律第百五号）の一部の施行に伴い、及び社会教育法（昭和二十四年法律

第二百七号）第三十条第二項の規定に基づき、公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条例で

定めるに当たって参酌すべき基準を定める省令を次のように定める。 

（社会教育委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参酌すべき基準）  

第一条  社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号。以下「法」という。）第十八条 の文部科

学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う

者並びに学識経験のある者の中から委嘱することとする。  

（公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参酌すべき基準）  

第二条  法第三十条第二項の文部科学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の関係者、

家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から委嘱することとする。  

 

   附 則  

 この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。  

 

   附 則 （平成二五年九月一〇日文部科学省令第二五号）  

 この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。 
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○熊本市社会教育委員条例 

昭和２８年６月１０日 

条例第４０号 

改正 昭和３０年１０月２５日条例第５１号 

昭和３４年８月１８日条例第１５号 

（題名改称） 

平成１４年９月２５日条例第４５号 

平成１９年３月１３日条例第２４号 

平成２６年３月２５日条例第１３号 

（設置） 

第１条 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１５条第１項の規定に基づき、本市に社

会教育委員（以下「委員」という。）を置く。 

（平１４条例４５・平２６条例１３・一部改正） 

（委員） 

第２条 委員は、９名以内とし、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活

動を行う者並びに学識経験のある者の中から教育委員会が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任することができる。 

３ 欠員補充により委嘱した委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（平１４条例４５・平１９条例２４・平２６条例１３・一部改正） 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が定

める。 

（昭３４条例１５・旧第４条繰上、平２６条例１３・一部改正） 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、昭和２８年６月１日から適用する。 

附 則（平成１４年９月２５日条例第４５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月１３日条例第２４号） 

この条例は、平成１９年６月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２５日条例第１３号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 
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○熊本市社会教育委員会議規則 

平成２７年３月２０日 

教委規則第９号 

改正 令和２年１２月１日教委規則第１５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、熊本市社会教育委員条例（昭和２８年条例第４０号）第３条の規定に基づき、熊

本市社会教育委員（以下「委員」という。）の会議（以下「会議」という。）その他議事の運営に関

し、必要な事項を定める。 

（議長及び副議長） 

第２条 会議に議長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 議長は、委員を代表し、会務を総理する。 

３ 会議に副議長を置き、委員のうちから議長が指名する。 

４ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（議長及び副議長の任期） 

第３条 議長及び副議長の任期は、２年とする。ただし、再任することができる。 

（会議） 

第４条 会議は、議長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、過半数同数のときは、議長の決するところによる。 

（書面審議） 

第５条 議長は、緊急の必要性があり会議を招集する暇がない場合その他やむを得ない理由のある場合

は、議事の概要を記載した書面を各委員に回付し、賛否を問い、会議に代えることができる。 

２ 前条第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

（会議の公開） 

第６条 会議は、公開とする。ただし、前条の規定による書面審議を行うとき、熊本市情報公開条例

（平成１０年条例第３３号）第７条に掲げる情報に該当する情報について協議等を行うとき、又は委

員の発議により出席委員の３分の２以上の多数で公開が不適当と議決されたときは、これを公開しな

いことができる。 

２ 会議の傍聴の手続、傍聴人の遵守事項その他の傍聴について必要な事項は、別に定める。 

（雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、会議に関し必要な事項は、議長が別に定める。 



13 

附 則 

この規則は、平成２７年６月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和２年１２月１日から施行する。 
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熊本市社会教育委員会議傍聴要領 

 

制定 平成２５年７月１日生涯学習推進課長決裁 

改正 平成２７年３月１９日生涯学習推進課長決裁  

平成３０年１２月６日生涯学習課長決裁 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、熊本市社会教育委員の会議（以下「会議」という。）の傍聴に関し必

要な事項を定めるものとする。  

（傍聴の手続） 

第２条   会議を傍聴しようとする者は、会議当日、会議の開会までに事務局に申し出、傍聴

券（別紙様式）の交付を受けなければならない。  

２ 前項の傍聴券は、１０人に限り交付する。ただし、傍聴希望者の数が１０人を超える

場合は、抽選により傍聴人を決定するものとする。  

（傍聴の制限） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、会議を傍聴することができない。  

(1) 凶器その他人に危害を加えるおそれがある物品、又は、看板その他示威宣伝の用に供

される物品を持っている者。  

(2) 酒気を帯びていると認められる者。  

(3) その他会議の円滑な運営を妨げるおそれがある者。  

（傍聴人の守るべき事項）  

第４条 傍聴人は、次の各号に掲げる事項を守らなければならない。  

(1) 会議における発言に対して拍手その他の方法により賛否を表明しないこと。  

(2) 会議の妨害になるような示威宣伝又は扇動に類する行為をしないこと。  

(3) 撮影、録画、録音等をしないこと。ただし、議長の許可を得た場合は、この限りでは

ない。 

(4) 飲食又は喫煙をしないこと。  

(5) 議長の指示に反する行為をしないこと。  

(6) その他会議の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような行為をしないこと。  

（傍聴人に対する退場措置）  

第５条 傍聴人が前条の規定に違反し、又は会議の運営を妨げるおそれがあるときは、議

長は、これを制止し、その命令に従わないときは、退場を命ずることができる。  

２ 傍聴人は、前項の規定により退場を命じられたときは直ちに退場しなければならない。 
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（別紙様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

 この要領は、平成２５年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２７年６月１日から施行する。  

附 則 

 この要領は、平成３０年１２月６日から施行する。 

 

                 年  月  日 

 

 

傍聴券 
 

№         

 

※本傍聴券は、当日に限り有効です。 

※再入場される際は、傍聴券の提示が必要です。  

【熊本市社会教育委員会】 


